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首都圏の鉄道事業者の現状について

現 状

• 鉄道各社の体制は確保されているが、人員の確保は厳しい状況

• 概ね１０年間で、鉄道事業者の現業部門の職員数は約１３％減少

50818 50289 49622 48427 48260 48748 47781 47258 47020 46337 44924

6093 5976 5870 5878 5801 5707 5408 5132 5004 4900 4947

4371 4296 4208 4327 4276 4336 4327 4337 4276 4191 4116

5613 5618 5208 5142 5091 5058 4867 4753 4557 4518 4335

563 601 607 621 617 623 584 556 531 479 359

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

鉄道事業者※の現業部門（運輸・工務・電気・車両・建設）職員数の推移
運輸 工務 電気 車両 建設

※東日本旅客鉄道㈱、東京地下鉄㈱、東急電鉄㈱、小田急電鉄㈱、京王電鉄㈱、
京成電鉄㈱、京浜急行電鉄㈱、東武鉄道㈱、西武鉄道㈱、東京都交通局

【67,458】 【66,780】 【65,515】 【64,395】 【64,045】 【64,472】 【62,967】 【62,036】 【61,388】 【60,425】 【58,701】

平成24年比
約13%減少

国土交通省 鉄道統計年報より作成 ２



課題認識の共有と検討会の設置について

「東京の鉄道における持続可能な運行に関する検討会」を設置

課 題

～技術者不足に起因して生ずる今後の懸念に対し、都と関係者で対策を検討～

• 鉄道は、都民生活と都市活動に極めて大きな影響を与えている

重要な社会インフラ

• 鉄道事業も他の運輸事業や建設業と同様に、技術者不足が深刻化し
ていくことが見込まれ、運行や維持管理が、これまでどおりには行かな
くなることも懸念

鉄道の持続可能な運行の確保は都にとって重要な課題

３



検討会の取組について

検討ＳＴＥＰ

STEP1
•鉄道各社へのヒアリング等を通じて、
現状の正確な把握など、問題点の掘り下げ

STEP2
•東京の鉄道が持つ都市活動への影響の大きさなどの
個性・特性を勘案し、取り組むべき課題を特定

STEP3
•課題の解決に向けて、都・鉄道事業者で、議論・検討を
実施し、取組の方向性を共有

引き続き、将来にわたる持続可能な運行に向けて
有効な解決策を見出すため議論 ４


